

















 (1) 「企業会計原則」上の繰延資産 
 (2) 旧商法上の繰延資産 
２．繰延資産に対する法規制の緩和 
 (1) 新「会社法」上の繰延資産 
 (2) 「実務対応報告第19号」の当面の考え方 
３．「研究開発費等に係る会計基準」の考え方 
 (1) 発生時費用処理の根拠 
 (2) 繰延資産の今後の方向性 
４．税法上の繰延資産 
 (1) 法人税法上の繰延資産 
 (2) ６号繰延資産の問題点 
 (3) 税務｢通達」による償却期間の非根拠性 
５．用水路整備費更正処分取消請求事件 
 (1) 事件の概要 
 (2) 国税不服審判所の裁決と問題点 
 (3) 福岡地方裁判所の判決の妥当性 
 (4) 福岡高等裁判所の判決と問題点 
６．税務会計学的考察 
 (1) 本件用水路の寄附金性 
 (2) 高裁判断の非妥当性 




































































































































































































































































































































































































































(7) Joel G. Siegel & Jae K. Shim, Dictionary of Accounting Terms (New York: Barron’sEducational Series, Inc,1987), 
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